
36 ビジネスコミュニケーション　2020  Vol.57  No.7

特 集 NTTデータ　第三金融事業本部の事業拡大に向けた取り組み特 集 NTTデータ　第三金融事業本部の事業拡大に向けた取り組み

　

窓口支援システムでは、営業店窓
口に来店した顧客がタブレットで取
引情報を入力すると、営業店端末
（TM）と連携し、現金操作や取引
を行うことができる。顧客が伝票を
記入する負担を解消するとともに、
営業店においてもオペレーションと
伝票が減ることで事務プロセスが削
減され、待ち時間の削減となり、顧
客満足度の向上にもつなげることを
狙っている。
また、口座開設などの顧客入力と

検証事務が多い取引ではタブレット
入力にて窓口が占有されることで、
窓口渋滞を起こす可能性があった。
そこで受付（窓口業務）と実行（後
方業務）の分離を可能とするなど、
取引の受付、実行、承認を各種既存
の営業店端末（TM）とタブレット
をつなげることで、従来の金庫の顧
客動線や金庫事務動線を崩さずに伝
票のデジタル化にて職員の事務負荷
の最小化を目指すのが、次期窓口支
援システムである。
顧客との接点には、タブレット端
末を用いる。免許証 OCRにより、
例えば、新規口座開設の際も、免許

証やマイナンバーカードなどの本人
確認書類をタブレットのカメラで撮
影するだけで OCRで読み取りデー
タ化するため、顧客が入力する情報
は最小限ですむ。

窓口職員が入力情報を確認する
と、入力した情報は勘定系システ
ムに合うデータ形式に組み替えら
れ、自動的に取引の組み立て・実
行が行われる。また、アンチマネー
ロンダリング（AML）システムと
連携し、犯罪収益移転防止法対象
の取引や AMLシステムでの確認
結果を自動的に返却する。さらに、
これまでは紙の伝票で行われてい
た取引証跡の保管を、各種法律に

NTT データは、共同システムとして全国の信用金庫向けの営業店端末や勘定系ホストのシステム開発を担っていた。従
来のシステムは顧客による伝票起票、伝票取引時のシステムへの手入力オペレーションや管理者による伝票検印を実施し
ていたが、顧客の入力負荷やオペレーションミス、確認事務の負担が大きくデジタルへの移行が求められていた。

伝票のみでなく職員による
オペレーションを不要に

4 窓口支援システム

タブレットと営業店端末（ＴＭ）、
勘定系ホストをつなぎオペレスを実現
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図１　窓口支援システム概要

承認をワークフロー化し
証跡は電子データで保管
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対応した形式でデータ保管する。
単に伝票が不要となるだけではな
く、顧客の取引依頼から確認、実行、
証跡保管までトータルにデジタル化
してこそ、職員の負荷軽減が実現す
る。入出金等の日常的な取引業務は
スピードを重視してこれまでどおり
窓口の端末で処理をする一方、口座
開設・名義変更など時間がかかる取
引は受付後にサーバーに蓄積し、後
方TMでの処理を可能とすることで、
窓口を専有することがなくなり、他
顧客の待ち時間削減にもつながる。

このようなシステムを提供するこ
とができるのは、NTTデータがこれ
まで信用金庫業態の勘定系システム
の構築・運用を担い、お客様と共に
窓口端末などの開発も行ってきたこ
とで、そのシステム構造と業務フロー
を熟知しているからこそである。
とはいっても、これまで共同システ
ムの処理としては提供していなかっ
た本人確認のシステム化などについ

を考えていますので、クラウドを利
用して拡張性を確保しておく必要も
ありました。」（児玉氏）
　

2020年 10月から試行を開始、
11月からは本格展開をする予定で、
すでに多くの信用金庫に導入を検討
いただいている。まずはこの商用
サービスを軌道に乗せることに注力
していくが、同時に今後の拡張につ
いても検討を行っている。
顧客と信用金庫の接点は、窓口だ
けではなく、渉外員、さらに近年で
は顧客向けスマートフォンアプリな
ど非対面チャネルへと拡大している。
渉外員向けの渉外アプリ、エンドユー
ザー向けのしんきん通帳アプリにも
拡張を図り、どのチャネルからでも
取引実行や顧客認証機能が使えるよ
うにすることをまず考えている。
さらに、本人確認をシステム化し
たことで、一部大手銀行が行ってい
るような外部向けの顧客の認証サー
ビスを展開することも可能だろう。

また、レガシーシステム
で行っている業務はまだ数
多くあり、対応業務を拡大
することも考えられる。頻
度が高く多くのプロセスが
必要とされる業務でなけれ
ば投資対効果が低くなって
しまうので、今後お客様に
使っていただく中で出てく
るであろう新たなニーズを
見極めながら、拡張をはか
り信用金庫様のスタンダー
ドとなるようサービス価値
を高めていきたいと考えて
いる。

ては、各金庫で独自のやり方もあり、
全金庫様が満足できる業務フローの
定義が難しかった部分はある。「金
庫様の事務取扱要領をお借りして仮
説を立て検証を繰り返しました。信
用金庫の担当者の方にとっては、こ
れまでのやり方を変えなければなら
ない部分もあったと思いますが、事
務を削減するという目標は共通して
いましたので、前向きな議論を進め
ていくことができました。」（池田氏）
本システムは、サーバーを金融機
関向けのプライベートクラウド
「OpenCanvas®」上に構築している。
「セキュリティが重視される信用金
庫のシステムですので、クラウドの
安全性を懸念する声はもちろんあり
ました。しかし、OpenCanvasは
NTTデータが開発したプライベー
トクラウドであること、FISC（金
融機関等コンピュータシステムの安
全対策基準）にも準拠しているとい
うことで安心して利用していただく
ことができます。現状は窓口支援シ
ステムですが、将来的にマルチチャ
ネルの基盤として活用していくこと
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図２　サービス提供形態

セキュアなクラウド基盤で
拡張性を確保

マルチチャネル対応や
対象業務の拡張を検討


